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２．推進体制

Ａ 連携を
密にし、協
力して対応
している

Ｃ その他 Ａ 市町村に
全面的に任
せるのでな
く、機構が
主体性を

もって連携
を密にして

いる

Ｂ 連携はし
ているが、

現場活動は
市町村に全
面的に任せ

ている

Ｃ その他 Ａ 地域ごと
に十分な

質・量の担
当者を整え

ている

Ｂ 十分では
ないが、あ
る程度の

質・量の担
当者を整え

ている

Ｃ その他 Ａ 機構が
適切にコン
トロールし

ている

Ｃ その他
Ａ パンフ・チラ
シの配布、新
聞広告等によ
り、ほぼ全ての
農業者に周知
徹底し、結果、
現場での取組
が盛り上がり

つつある

Ｂ 周知徹
底は行った
が、現場で
の取組は盛
り上がって

いない

Ｃ その他
Ａ あり Ｃ なし
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98% 2% 85% 9% 6% 26% 60% 15% 72% 28% 72% 21% 6% 98% 2%
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② 市町村との連携 ③ 現場でコーディネートに当たる職員
等の体制（機構職員以外でも機構の
コントロールの下で動ける人を含む）

④ 現場でコーディネー
トに当たる職員等のコ
ントロール

⑤ 農業者への周知徹底 ⑥ 27年度に向けた推
進体制改善の意向
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農地中間管理機構理事長及び都道府県担当部長の自己評価結果

① 都道府県との連携

A A C C C
A

A A B A

A A
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３．推進方法

Ａ 十分把
握した上で
流動化を
進めてい

る

Ｂ ある程
度把握し
た上で流
動化を進
めている

Ｃ その他
Ａ 多くの地
域で定期
的な見直
しが行わ
れ、本格
的なもの

になりつつ
ある

Ｂ 一部の
地域で定
期的な見
直しが行
われ、本
格的なも

のになりつ
つある

Ｃ その他 Ａ ニーズ
を踏まえて
各地域と
話合いを
進めるな

ど、積極的
に対応して

いる

Ｃ その他
Ａ 積極的
に参入して
もらう方向
で対応して

いる

Ｃ その他 Ａ 担い手
との話合

いを行うな
ど、積極的
に対応して

いる

Ｃ その他
Ａ 基盤整
備事業に
ついては、
機構と絡
むものを
中心に実
施する予

定

Ｃ その他
Ａ あり Ｃ なし
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② 各地域の人・農地プランの定期
的見直し

③ 公募に応じた者な
どの受け手ニーズへ
の対応

④ 新規就農者や企業
への対応

⑤ 担い手相互間等の
利用権交換ニーズへ
の対応

⑥ 基盤整備との関係 ⑦ 27年度に向けた推
進方法の改善の意向

① 各市町村・各地域の人・農地の
状況の把握と、それを踏まえた農
地流動化
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農地中間管理機構理事長及び都道府県担当部長の自己評価結果
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